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一般社団法人 日本自動車部品工業会

＜完成車メーカーの状況＞＜完成車メーカーの状況＞＜完成車メーカーの状況＞＜完成車メーカーの状況＞

車種別にみても、乗用車、トラック、バスともに前年同期比でプラス（乗用車+27.7％、トラック

+14.0％、バス+20.2％）の結果であった。一方２輪車については２６万５千台、前年同期比

１６．０％減となり、平成２１年度以来３年ぶりのマイナスとなった。

完成車メーカー側では、エコカー補助金の終了に伴う市場の縮小、並びに欧州の経済混乱による

景気の減速、中国での急激な販売の減少、円の高止まりによる輸出への影響等もあり、下期

以降の情勢に関しては厳しいものになると予測する向きもある。

行っていない企業は単独決算）により集計・分析した。

前年同期が東日本大震災による大幅な減産や、電力需給逼迫による休日シフト等、混乱の中での

生産活動であったのに対し、今上期はエコカー補助金・減税の効果等により比較的安定した状況

であった。

このような中で、日本自動車工業会の発表では、国内生産としては４輪車が４９０万７千台、

前年同期比２５．７％増加となり、上半期としては平成２２年度以来２年ぶりのプラスとなった。

のうち、上場企業で自動車部品の売上高比率が５０％以上、かつ前年同期比較が可能な自動車

部品専門企業 ８２ 社の平成 ２４ 年度中間期の経営動向を各社の連結決算短信（※連結決算を

平成２４年１２月１７日

平成２４年度中間期の自動車部品工業の経営動向平成２４年度中間期の自動車部品工業の経営動向平成２４年度中間期の自動車部品工業の経営動向平成２４年度中間期の自動車部品工業の経営動向

一般社団法人日本自動車部品工業会は、平成 ２４ 年１１月１日現在での会員企業 ４４３ 社
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＜部品メーカーの状況＞＜部品メーカーの状況＞＜部品メーカーの状況＞＜部品メーカーの状況＞

（億円) （億円)

(P.６)

なるため、あくまでも参考情報としての位置づけとなるが、国内は東日本大震災の影響から脱し、

売上・利益とも大幅に増加した。北中南米についても売上が回復し、利益も前年同期の赤字から

黒字へ戻した。一方、欧州は経済危機の影響を受けて大幅な減益。アジアについても利益率の

販管費の比率が低下した。

以下は決算短信で地域別セグメント情報を記載している ３６ 社（全体の ４３.９ ％）での数値と

金金金金
　　　　
額額額額

売上高については、東日本大震災の影響から脱したこと、エコカー補助金・減税の効果等に

よる自動車販売の好調により前年同期比で約２０％の増収となった。

利益については、前年同期に対して営業利益以下全ての項目で大幅な増益となった。会社数の

集計でも多数の企業が増収・増益となっており、赤字計上会社数も１ケタ台に留まった。

収益構造を見ると、売上高が大幅に増加したことや、各社の企業努力により、売上原価・

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 利 益

売上高当期利益率 １.８ ％ ２.８ ％ １.０

pt －

pt －

当 期 利 益 １５３２億円 ２９０５億円 １３７３億円 + ８９.６ ％

売上高経常利益率 ３.５ ％ ５.５ ％ ２.０

－

経 常 利 益 ２９９３億円 ５６７９億円 ２６８６億円 + ８９.８ ％

売上高営業利益率 ３.５ ％ ５.４ ％ １.９

営 業 利 益 ２９９０億円 ５６０１億円 ２６１１億円

pt

+ ８７.３ ％

前年同期比

売 上 高 ８兆６４８１億円 １０兆２８６４億円 １兆６３８３億円 + １８.９ ％

以上のような情勢を受け、上記自動車部品メーカー８２社の平成２４年度中間期の業績は、

以下のとおりとなった。

２３ 年度(中間期) ２４ 年度(中間期) 前年同期差
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あるといえよう。 (P.６)

それとの比較では依然として４．０ポイント近く高い水準にある。 (P.７)

ついては、 ％と減少した。 (P.７)

平成

インド等新興国での労務問題等、引き続き注視が必要である。

の十分な理解と柔軟な対応がとられて初めて実現すると考える。 (P.８)

原因とされる二酸化炭素を平成３２年までに２５％削減する宣言、(6)電力

不足と電力コストの上昇による製造コストへの影響。

増益の予測である。ただし、エコカー補助金の終了による反動減や海外経済の景気減速等の

懸念により、通期では前回予想（24年度第1四半期発表時）からやや下方修正した値となっている。

また、いわゆる６重苦の問題
*
の他、欧州の経済混乱による景気の減速、中国のリスク、

リーマン・ショック以降、自動車関連産業を巡る環境は短期間に大きく変動する傾向を示してお

*６重苦の問題：(1)円高株安の定着と欧州を中心とする世界経済の不安定さ、(2)高い

法人税、(3)自由貿易協定の存在、(4)厳しい労働規制、(5)温室効果ガスの

り、業績もまたこれに連動して短期間に大きく変動する傾向を示してきている。事業環境の急激な

変化に直面しても極力安定した企業パフォーマンスを示すことがステークホルダーから求められる

ところであり、それを可能にする工夫は一民間企業のみではなく、公的制度の運用などにあたり官側

なるため、あくまでも参考情報としての位置づけとなるが、設備投資の動向を見ると、

有形固定資産取得のための支出は前年同期比 ２８.５

-１.９

２４ 年度通期の各社の業績見通しについては、年度全体では ２３ 年度に対して増収・

％と大幅に増加した。減価償却費に

メーカー側の数値も変わってくる。日系企業にとって収益源であったアジア市場が大きな転換期に

借入金依存率については、１６．５％となり、昨年同期の１８．２％から比較して１．７ .

ポイント下がった。ただし、過去１０年間で最も低かった平成１７年度では１２．５％であり、

以下は決算短信でキャッシュフローを記載している ５７ 社（全体の ６９.５ ％）での数値と

面で２ケタの伸びでなくなるなど減速感が出ている。欧州危機の他、中国市場の伸び幅の鈍化、

労務費の上昇、競争の激化等が影響していると考えられる。また、下期には領土問題に端を発する

中国での急激な販売減が発生したが、この影響を完成車メーカー側がどう読むかによって、部品
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１．１．１．１．        対象企業対象企業対象企業対象企業

平成

社を対象とした。

２．２．２．２．        経営分析の方法経営分析の方法経営分析の方法経営分析の方法

各社の連結決算短信連結決算短信連結決算短信連結決算短信（連結決算を行っていない企業は単独決算短信）による。

３．３．３．３．        決算状況決算状況決算状況決算状況

（１） 全体集計結果〔再掲〕（１） 全体集計結果〔再掲〕（１） 全体集計結果〔再掲〕（１） 全体集計結果〔再掲〕

（補 足）（補 足）（補 足）（補 足）

社 社 社

社 ( ) 社 ( ) 社 ( )

社 ( ) 社 ( ) 社 ( )

社 ( ) 社 ( ) 社 ( )８
※（　　）内は、
赤字計上会社数

当 期 利 益 ５２ ４ ３０ ４ ８２

５７ ４ ２５ ２ ８２ ６

―
※赤字幅が縮小した
場合は「増加」、赤
字幅が拡大した場合
は「減少」に含める

営 業 利 益 ５５ ２ ２７ ３ ８２ ５

経 常 利 益

売 上 高 ７５ ― ７ ― ８２

pt －

２４２４２４２４ 年度中間期での増減年度中間期での増減年度中間期での増減年度中間期での増減

増　 加 減　 少 合　 計

売上高当期利益率 １.８ ％ ２.８ ％ １.０

pt －

当 期 利 益 １５３２億円 ２９０５億円 １３７３億円 + ８９.６ ％

売上高経常利益率 ３.５ ％ ５.５ ％ ２.０

pt％ ５.４ ％ １.９ －

経 常 利 益 ２９９３億円 ５６７９億円 ２６８６億円 + ８９.８ ％

売上高営業利益率 ３.５

営 業 利 益 ２９９０億円 ５６０１億円 ２６１１億円 + ８７.３ ％

前年同期差 前年同期比

売 上 高 ８兆６４８１億円 １０兆２８６４億円 １兆６３８３億円 + １８.９ ％

占める自動車部品比率が５０％以上の企業 ８２

２３ 年度(中間期) ２４ 年度(中間期)

平成２４年１２月１７日

自動車部品工業の経営動向【数値情報】自動車部品工業の経営動向【数値情報】自動車部品工業の経営動向【数値情報】自動車部品工業の経営動向【数値情報】
－主要上場企業８２社の平成２４年度中間期の連結決算状況－

２４ 年４月から平成 ２５ 年３月までに決算期のある正会員上場企業で、売上高に
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①①①①        売上高と営業利益の動向売上高と営業利益の動向売上高と営業利益の動向売上高と営業利益の動向

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

※（　　）内は構成比

②②②②        売上高と経常利益の動向売上高と経常利益の動向売上高と経常利益の動向売上高と経常利益の動向

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

※（　　）内は構成比

③③③③        売上高と当期利益の動向売上高と当期利益の動向売上高と当期利益の動向売上高と当期利益の動向

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

※（　　）内は構成比

８２ 100

売 上 高

５０ 61.0 ７５ 91.5

減　 収 ２ 2.4 ５ 6.1 ７ 8.5

増　 収 ２５ 30.5

計 ５２ 63.4 ３０ 36.6

８２ 100

当 期 利 益

増　 益 減　 益 計

売 上 高

５６ ７５ 91.5

減　 収 １ 1.2 ６ 7.3 ７ 8.5

増　 収 68.3 １９ 23.2

計 ５７ 69.5 ２５ 30.5

８２ 100

経 常 利 益

増　 益 減　 益 計

売 上 高

５４ ７５ 91.5

減　 収 １ 1.2 ６ 7.3 ７ 8.5

増　 収 65.9 ２１ 25.6

計 ５５ 67.1 ２７ 32.9

営 業 利 益

増　 益 減　 益 計
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（２） 収益構造（２） 収益構造（２） 収益構造（２） 収益構造

年度(中間期)

％％％％ ％％％％ ％％％％ ％％％％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％％％％ ％％％％ ％％％％ ％％％％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％％％％ ％％％％ ％％％％ ％％％％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％％％％ ％％％％ ％％％％ ％％％％

（３)【参考情報】所在地別の売上高、利益の状況（３)【参考情報】所在地別の売上高、利益の状況（３)【参考情報】所在地別の売上高、利益の状況（３)【参考情報】所在地別の売上高、利益の状況（注1）

/ 社）が

％。（売上高ベース）

増えたため所在地別の売上・利益については、 ３６ 社での傾向値として掲載。

（注2） 今回の集計全体の ６０.０

５.３ ％

（注1） 各社の発表内容に差が大きく、地域別業績を発表しない企業（ ４６ ８２

―　

合 計 ６１,７１８ + ２１.４ ％ ３,２４２ + １１２.７ ％

（ 消 去 ） -５,５１７ ―　 -７６ ―　

％

分類不可等 １,０８５ ２７.９ ％ ６０ １.４ ％ ５.５ ％

０.６ ％

ア ジ ア １３,４８８ + １９.７ ％ １,１２０ + ９.３ ％ ８.３

％ １.７ ％

欧 州 ４,４４８ + １５.１ ％ ２６ -６２.９ ％

％ ５.３ ％

海

外

北中 南米 １２,２８１ + ３３.８ ％ ２１１ ―　

日 本 ３５,９３３ + １１.０ ％ １,９０１ + ２８４.９

売上高(億円) 前年同期比 営業利益(億円) 前年同期比 利益率

5.2 + 1.9

当当当当 期期期期 利利利利 益益益益 1,5321,5321,5321,532 1.81.81.81.8 2,9052,9052,9052,905 1,3731,3731,3731,373 + 89.6+ 89.6+ 89.6+ 89.6 2.82.82.82.8 + 1.1+ 1.1+ 1.1+ 1.1

税金等調整前当期利益 2,828 3.3 5,329 2,500 + 88.4

0.2 - 0.0

特 別 損 失 334 0.4 506 172 + 51.5 0.5 + 0.1

特 別 利 益 169 0.2 156 -13 - 7.9

0.8 - 0.2

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益 2,9932,9932,9932,993 3.53.53.53.5 5,6795,6795,6795,679 2,6862,6862,6862,686 + 89.8+ 89.8+ 89.8+ 89.8 5.55.55.55.5 + 2.1+ 2.1+ 2.1+ 2.1

営 業 外 費 用 852 1.0 773 -79 - 9.3

5.45.45.45.4 + 2.0+ 2.0+ 2.0+ 2.0

営 業 外 収 益 854 1.0 850 -4 - 0.5 0.8 - 0.2

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 2,9902,9902,9902,990 3.53.53.53.5 5,6015,6015,6015,601 2,6112,6112,6112,611 + 87.3+ 87.3+ 87.3+ 87.3

85.5 - 1.1

販売費及び一般管理費 8,575 9.9 9,290 715 + 8.3 9.0 - 0.9

売 上 原 価 74,915 86.6 87,973 13,058 + 17.4

構 成 比 構成変化

売売売売 上上上上 高高高高 86,48186,48186,48186,481 100.0100.0100.0100.0 102,864102,864102,864102,864 16,38316,38316,38316,383 + 18.9+ 18.9+ 18.9+ 18.9 100.0100.0100.0100.0 ±0.0±0.0±0.0±0.0

科 目 金額(億円) 構 成比 金額(億円) 前年同期差 前年同期比

２３ 年度(中間期) ２４

（注2）
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（４）借入金依存率の動向（４）借入金依存率の動向（４）借入金依存率の動向（４）借入金依存率の動向

（５)【参考情報】設備投資の動向（５)【参考情報】設備投資の動向（５)【参考情報】設備投資の動向（５)【参考情報】設備投資の動向

（設備投資と関係の深い有形固定資産取得のための支出額、減価償却費を集計）

社での数値。

 有形固定資産取得のための支出額 (億円) ２,９５５ ３,７９８ + ２８.５ ％

 減価償却費 (億円) ２,７９６ ２,７４２ -１.９ ％

Pt

※決算短信でキャッシュフローを記載している ５７

２３ 年度(中間期) ２４ 年度(中間期) 前年同期比

 借入金依存率（％） １８.２ ％ １６.５ ％ -１.７

２３ 年度(中間期) ２４ 年度(中間期) 前年度比
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年度の業績見通し年度の業績見通し年度の業績見通し年度の業績見通し

　（１）全体の業績見通し（対前年度）（１）全体の業績見通し（対前年度）（１）全体の業績見通し（対前年度）（１）全体の業績見通し（対前年度）

　（２）全体の業績動向見通し（２）全体の業績動向見通し（２）全体の業績動向見通し（２）全体の業績動向見通し

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

　※赤字幅が減少する場合は「増加」、赤字幅が拡大する場合は「減少」に含める。

年度は赤字予測］会社数

（３）全体の業績動向見通し（売上高と経常利益の動向）（３）全体の業績動向見通し（売上高と経常利益の動向）（３）全体の業績動向見通し（売上高と経常利益の動向）（３）全体の業績動向見通し（売上高と経常利益の動向）

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

社 ( % ) 社 ( % ) 社 ( % )

※（　　）内は構成比

以 上

以 上

100計 ３９ 47.6 ４３ 52.4 ８２

28.0 ５８ 70.7

減　 収 ４ 4.9 ２０ 24.4 ２４ 29.3

経 常 利 益

増　 益 減　 益 計

売 上 高

増　 収 ３５ 42.7 ２３

9社 2 82社 2

※（ ）内は赤字［ ２４

2

当 期 利 益 39社 1 43社 5 82社 6 73社 0

1 39社 0 43社 2 82社

39社 1 82社 1

経 常 利 益 24社 0 58社 1 82社

―

営 業 利 益 18社 0 64社 1 82社 1 43社 0

― 58社 ― 24社 ― 82社

合　 計 増　 加 減　 少 合　 計

売 上 高 42社 ― 40社 ― 82社

pt －

２３ 年度実績 ２４ 年度見通し

増　 加 減　 少

売上高当期利益率 ２.７ ％ ２.７ ％ ０.０

pt －

当 期 利 益 ５０７９億円 ５３５７億円 ２７９億円 + ５.５ ％

売上高経常利益率 ５.０ ％ ５.０ ％ ０.０

pt％ ５.０ ％ ０.２ －

経 常 利 益 ９６０８億円 １兆　１８４億円 ５７６億円 + ６.０ ％

売上高営業利益率 ４.８

営 業 利 益 ９１５３億円 １兆　　　８億円 ８５５億円 + ９.３ ％

年度見通し 前年度差 前年度比

売 上 高 １９兆　９５９億円 ２０兆１８８２億円 １兆　９２３億円 + ５.７ ％

４４４４....平平平平成成成成 ２４２４２４２４

２３ 年度実績 ２４
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